
当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、内外の在庫調整の進展や海外経済の改善を背景に

前連結会計年度末を底に個人消費は持ち直しつつあり緩やかに回復しているとの見方もありますが、企

業の設備投資は依然停滞しており、引き続き厳しい状況にあります。 

 このような状況の下で、当社グループは紙工機械の受注拡大を図り、更なる生産の効率化を進めてお

ります。 

 当社グループの当第２四半期連結累計期間の受注高は38億42百万円(前年同期比8.0%増)となりまし

た。紙工機械部門においては、重点部門として注力の結果、段ボール製函印刷機が大幅に増加し12億26

百万円(前年同期比約5倍)となりました。防衛機器・産業機械部門においては、防衛機器は増加したも

のの繊維機械及び電子部品製造用設備機械並びに受託生産業務の産業機械が大きく落ち込み26億16百万

円(前年同期比21.0%減)となりました。 

 当第２四半期連結累計期間の売上高は24億5百万円(前年同期比30.9%減)となりました。紙工機械部門

においては、保守業務の売上が好調に伸び3億90百万円(前年同期比40.5%増)となりました。防衛機器・

産業機械部門においては、防衛機器はほぼ横這いとなりましたが、産業機械は受注環境を反映して大き

く落ち込み20億14百万円(前年同期比37.1%減)となりました。 

 損益面におきましては、前年同期に比べ売上高は減少しているものの、製品コストの低減及び前連結

会計年度末に実施した固定経費削減施策効果等により営業損失は16百万円(前年同期は営業損失2億87百

万円)となり、大幅に改善しました。また、経常損失は79百万円(前年同期は経常損失3億5百万円)とな

り、投資有価証券売却益51百万円等の特別損益の計上により四半期純損失は40百万円(前年同期は四半

期純損失3億61百万円)となりました。 

 なお、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より紙工機械の売上割合が増加しており、今後もこ

の傾向が予想されますので、従前の防衛機器・産業機械部門から分離して単独の紙工機械部門とし、従

前の繊維機械は防衛機器・産業機械部門に含めて記載しております。 

 また、前年同期比は前年実績を変更後の部門に組み替えて表示しております。 
  

  

(イ)資産 

流動資産は前連結会計年度末に比べ17億40百万円(57.3%)増加し、47億76百万円となりました。これ

は主に当連結会計年度後半にかけての売上引当のために仕掛品が14億77百万円増加したこと並びに現金

及び預金が2億67百万円増加したことによります。 

 固定資産は前連結会計年度末に比べ2億26百万円(6.9%)減少し、30億61百万円となりました。これは

主に保有する有価証券を売却したことなどにより投資有価証券が1億16百万円減少したこと及び減価償

却費の計上などにより有形固定資産が59百万円減少したことによります。 

 この結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ15億14百万円(23.9%)増加し、78億37百万円となりま

した。  

(ロ)負債 

流動負債は前連結会計年度末に比べ9億51百万円(19.6%)増加し、58億3百万円となりました。これは
主に短期借入金が長期への転換により5億円減少したものの、支払手形及び買掛金が10億23百万円及び
１年内返済予定の長期借入金が1億8百万円並びに前受金などのその他が3億22百万円増加したことによ
ります。 
 固定負債は前連結会計年度末に比べ5億57百万円(64.5%)増加し、14億21百万円となりました。これは
主に短期借入金からの転換及び前連結会計年度末に支払った希望退職者への退職金の支払資金として当
連結会計年度の第１四半期連結会計期間において新たに借入したことにより長期借入金が5億58百万円
増加したことによります。 
 この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ15億9百万円(26.4%)増加し、72億25百万円となりまし
た。 

(ハ)純資産 

純資産合計は前連結会計年度末に比べ5百万円(0.8%)増加し、6億12百万円となりました。これは主に

四半期純損失の計上により利益剰余金が40百万円減少したものの、保有する有価証券の時価が上昇した

ことに伴いその他有価証券評価差額金が46百万円増加したことによります。 
  

  

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報

2. 連結財政状態に関する定性的情報
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平成21年５月14日に公表しました連結業績予想に変更はありません。 
  

  
  

該当事項はありません。 
  

  

(簡便な会計処理の適用) 
①棚卸資産の評価方法 
 当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実
地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 
②固定資産の減価償却費の算定方法 
 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する
方法によっております。 
(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用) 
  該当事項はありません。 
  

  

該当事項はありません。 
  

  

当社グループには将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況
が存在しております。その内容は、当社グループが前連結会計年度までに３期連続して大幅な営業損失
を計上し、当第２四半期連結累計期間においても16百万円の営業損失を計上していることであります。 
当社グループは当該状況を解消すべく前連結会計年度末に経営改善計画を策定し、下記の諸施策を実

行し、当第２四半期連結累計期間においてその諸施策の成果が顕われつつある状況にあると認識してお
ります。従って当連結会計年度中は特段の経営環境の変化がない限り、当該経営改善計画の確実な実現
を図っていくことを最大の経営目標にしております。  
 具体的には、前連結会計年度末に製品構成を見直し採算の向上を図ったことを受けて、当第２四半期
連結累計期間においては紙工機械の効率的な受注・販売に注力してまいりました。その結果受注・販売
に関し紙工機械は計画を上回っており、防衛機器も計画を達成できたものの、電子部品製造用設備機械
等が一部計画未達となりました。また資材の調達については製造に直結した効率的な調達を目指し製造
部門に購買部を新設し資材のコストダウンを図る等、収益性の向上を目標に当連結会計年度期首に就任
した新社長の下全社一丸となって取り組んでおりますが、受注環境を反映して当社グループ全体として
は一進一退の状況となりました。  
  
                   記  
前連結会計年度末に実行した主な施策  
 ①採算の向上を図り、製品構成を見直す。  
 ②効率化を図り組織体制を刷新する。  
 ③人件費の削減を図り希望退職者を募集する。  

  

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 762 494

受取手形及び売掛金 1,158 1,223

仕掛品 2,679 1,202

原材料及び貯蔵品 48 43

その他 127 71

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 4,776 3,035

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,178 1,214

その他（純額） 1,013 1,036

有形固定資産合計 2,191 2,251

無形固定資産 24 15

投資その他の資産   

投資有価証券 667 784

その他 228 283

貸倒引当金 △50 △46

投資その他の資産合計 845 1,021

固定資産合計 3,061 3,287

資産合計 7,837 6,323
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,259 1,235

短期借入金 2,845 3,345

1年内返済予定の長期借入金 108 －

未払法人税等 16 19

その他 574 251

流動負債合計 5,803 4,851

固定負債   

長期借入金 558 －

退職給付引当金 792 817

その他 70 46

固定負債合計 1,421 864

負債合計 7,225 5,716

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,533 4,533

資本剰余金 3,140 3,140

利益剰余金 △7,111 △7,070

自己株式 △6 △6

株主資本合計 555 596

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 56 10

繰延ヘッジ損益 － 0

評価・換算差額等合計 56 10

純資産合計 612 607

負債純資産合計 7,837 6,323
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,480 2,405

売上原価 3,334 2,077

売上総利益 145 327

販売費及び一般管理費 432 343

営業損失（△） △287 △16

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 10 9

負ののれん償却額 7 7

受取保険金及び配当金 18 －

その他 3 2

営業外収益合計 40 20

営業外費用   

支払利息 58 76

その他 0 7

営業外費用合計 58 84

経常損失（△） △305 △79

特別利益   

投資有価証券売却益 － 51

その他 － 0

特別利益合計 － 52

特別損失   

固定資産処分損 0 1

投資有価証券売却損 － 6

貸倒引当金繰入額 － 4

役員退職慰労金 － 0

投資有価証券評価損 49 －

特別損失合計 49 13

税金等調整前四半期純損失（△） △355 △40

法人税、住民税及び事業税 13 5

法人税等調整額 △6 △5

法人税等合計 6 0

四半期純損失（△） △361 △40
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △355 △40

減価償却費 93 85

負ののれん償却額 △7 △7

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 4

未払賞与の増減額（△は減少） △4 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △171 △25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2 －

受取利息及び受取配当金 △10 △10

支払利息 58 76

固定資産処分損益（△は益） 0 1

投資有価証券売却損益（△は益） － △45

投資有価証券評価損益（△は益） 49 －

売上債権の増減額（△は増加） 500 470

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,050 △1,482

仕入債務の増減額（△は減少） 932 1,008

未収消費税等の増減額（△は増加） △69 △55

その他 △24 63

小計 △61 45

利息及び配当金の受取額 10 10

利息の支払額 △60 △82

法人税等の支払額 △11 △11

営業活動によるキャッシュ・フロー △121 △37

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △99 △96

固定資産の売却による収入 － 2

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却による収入 － 241

貸付けによる支出 △12 △6

貸付金の回収による収入 4 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △110 139

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △500

長期借入れによる収入 － 700

長期借入金の返済による支出 － △33

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △0 166

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △232 267

現金及び現金同等物の期首残高 1,823 494

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,590 762
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当社グループは、前連結会計年度までに３期連続して大幅な営業損失を計上し、当第２四半期連結累
計期間においても16百万円の営業損失となりました。  
 当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。当社グル
ープは当該状況を解消すべく前連結会計年度末に経営改善計画を策定し、下記の諸施策を実行し、当第
２四半期連結累計期間においてその諸施策の成果が顕われつつある状況にあると認識しております。従
って当連結会計年度中は特段の経営環境の変化がない限り、当該経営改善計画の確実な実現を図ってい
くことを最大の経営目標にしております。  
 具体的には、前連結会計年度末に製品構成を見直し採算の向上を図ったことを受けて、当第２四半期
連結累計期間においては紙工機械の効率的な受注・販売に注力してまいりました。その結果受注・販売
に関し紙工機械は計画を上回っており、防衛機器も計画を達成できたものの、電子部品製造用設備機械
等が一部計画未達となりました。また資材の調達については製造に直結した効率的な調達を目指し製造
部門に購買部を新設し資材のコストダウンを図る等、収益性の向上を目標に当連結会計年度期首に就任
した新社長の下全社一丸となって取り組んでおりますが、受注環境を反映して当社グループ全体として
は一進一退の状況となりました。  
 また、景気全般としても現状景気回復時期の見通しが不透明であり、経営体質刷新途上でもある為、
経営計画の達成見込みは必ずしも確実ではなく、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められます。  
  
                   記  
前連結会計年度末に実行した主な施策  
 ①採算の向上を図り、製品構成を見直す。  
 ②効率化を図り組織体制を刷新する。  
 ③人件費の削減を図り希望退職者を募集する。  
  
 なお、当社グループは上記のような諸施策を基に計画を推進中であり、四半期連結財務諸表は継続企
業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表
には反映しておりません。 
  
  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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